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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第15期 

第２四半期 
連結累計期間 

第16期 
第２四半期 
連結累計期間 

第15期 

会計期間 
自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日 

売上高 （千円） 1,081,745 718,604 2,020,214 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 89,490 △64,070 143,402 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

（千円） 47,404 △19,953 60,835 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 47,404 △26,062 60,835 

純資産額 （千円） 1,646,958 1,637,266 1,673,721 

総資産額 （千円） 2,001,700 1,857,167 2,038,929 

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失金額（△） 
（円） 13.26 △5.47 16.93 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 12.70 － 16.29 

自己資本比率 （％） 82.3 87.7 82.1 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 151,120 △45,690 237,829 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △15,118 48,872 △334,345 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 1,553 △10,074 △27,134 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,406,913 1,138,815 1,145,707 

 

回次
第15期

第２四半期
連結会計期間

第16期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 7.35 △11.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。 
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２【事業の内容】

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、平成27年４月１日付で、スマートデバイスに特化したマーケティング戦

略会社である株式会社Smarpriseを新たに設立いたしました。また、前連結会計年度まで連結子会社であった株式会

社Ｈ＆ＢＣは、平成27年４月30日付で全株式の譲渡が完了したことにより、第１四半期連結会計期間より連結の範囲

から除外しております。

 これにより、当社グループは、当社及び子会社１社により構成されております。

 なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を「マーケティング事業」の単一セグメントに変

更しております。

 詳細につきましては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の

とおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当社グループは、マーケティングＰＲサービス、メディアサービス、動画関連サービス及びスマートフォン関連

サービスと４つのサービスを柱に事業を行っております。

 平成26年度のＰＲ業界全体の年間売上規模は948億円となり、平成24年度と比べ47億円増加し、市場規模は拡大

傾向にあります（公益社団法人日本パブリックリレーションズ協会調べ）。また、平成26年のスマートフォン広告

市場規模は、3,008億円と前年比62％増（株式会社CyberZ/株式会社シード・プランニング共同調べ）と急成長して

おり、動画広告市場についても、平成27年の市場規模は前年比約62%増の506億円規模に達し、平成29年には1,093

億円に到達する見通しです（株式会社サイバーエージェント/株式会社シード・プランニング デジタルインファク

ト共同調べ）。

 このような状況のもと、当第２四半期連結累計計期間につきましては、各領域における新規サービス立ち上げの

投資期間と捉え、引き続き積極的に先行投資を行ってまいりました。

 マーケティングＰＲサービスでは、 “衣”・“食”・“住”の分野に特化した影響力の強いインスタグラマー

をネットワーク化し、「ライフ・インスタグラマー・ネットワーク（Life-Instagrammer Network、通称：LIN）」

としてサービス提供を開始いたしました。また、メディアサービスでは、ギフトに特化した「Anny magazine」に

続き、平成27年７月には、株式会社三越伊勢丹が商品提供を行うギフトECサービス「Anny now」のiOSアプリ版を

リリースいたしました。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は718,604千円（前年同期比33.6％減）、営業損失は38,390

千円（前年同期は営業利益90,027千円）、経常損失は64,070千円（前年同期は経常利益89,490千円）、親会社株主

に帰属する四半期純損失は19,953千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益47,404千円）となりまし

た。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループの事業を単一セグメントに変更したため、セグメント別の記

載を省略しております。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末と比べ

6,892千円減少し、1,138,815千円となりました。

 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動による資金の支出は、45,690千円（前年同四半期は151,120千円の収入）となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純損失が36,761千円となったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動による資金の収入は、48,872千円（前年同四半期15,118千円の支出）となりました。これは主に、無形

固定資産の取得による支出31,307千円がありましたが、貸付金の回収による収入92,000千円があったことによるも

のであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動による資金の支出は、10,074千円（前年同四半期1,553千円の収入）となりました。これは主に、非支

配株主からの払込みによる収入が12,500千円ありましたが、配当金の支払額25,226千円があったことによるもので

あります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,649,800 3,649,800
東京証券取引所

（マザーズ）

１単元の株式数は100株で

あります。完全議決権株式

であり、権利内容に何ら限

定のない当社の標準となる

株式であります。

計 3,649,800 3,649,800 － －

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれません。

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 3,649,800 － 544,647 － 523,647
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

岡本 伊久男 東京都港区 730,600 20.02 

小野寺 里子 大阪府高槻市 402,200 11.02 

㈱サイバーエージェント 東京都渋谷区道玄坂１丁目12－１ 227,200 6.22 

岡本 香保子 東京都港区 148,000 4.06 

ＲＩＰ２号Ｒ＆Ｄ投資組合 東京都中央区銀座８丁目４－17 116,800 3.20 

レッドホースアソシエイツ株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目１－17 110,000 3.01 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 89,900 2.46 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 84,600 2.32 

飯沼 克博 神奈川県秦野市 47,400 1.30 

郭 翔愛 東京都目黒区 44,000 1.21 

計 － 2,000,700 54.82 

（注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,648,300
36,483 －

単元未満株式
普通株式

1,500 
－ －

発行済株式総数 3,649,800 － －

総株主の議決権 － 36,483 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,145,707 1,138,815 

受取手形及び売掛金 375,445 252,257 

商品及び製品 39,488 － 

繰延税金資産 9,476 26,161 

その他 22,214 29,049 

貸倒引当金 △4,625 △4,107 

流動資産合計 1,587,707 1,442,176 

固定資産    

有形固定資産 25,006 22,353 

無形固定資産 70,907 66,282 

投資その他の資産    

投資有価証券 300,000 273,237 

その他 55,308 53,117 

投資その他の資産合計 355,308 326,354 

固定資産合計 451,222 414,990 

資産合計 2,038,929 1,857,167 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 135,885 105,845 

未払法人税等 42,738 3,030 

ポイント引当金 14,057 8,744 

返品調整引当金 6,915 － 

その他 148,769 81,177 

流動負債合計 348,366 198,798 

固定負債    

資産除去債務 16,841 16,994 

その他 － 4,107 

固定負債合計 16,841 21,102 

負債合計 365,207 219,900 

純資産の部    

株主資本    

資本金 544,547 544,647 

資本剰余金 523,547 523,647 

利益剰余金 605,626 560,129 

株主資本合計 1,673,721 1,628,424 

新株予約権 － 2,451 

非支配株主持分 － 6,390 

純資産合計 1,673,721 1,637,266 

負債純資産合計 2,038,929 1,857,167 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 1,081,745 718,604 

売上原価 604,707 345,789 

売上総利益 477,037 372,815 

返品調整引当金繰入額 8,443 － 

差引売上総利益 468,594 372,815 

販売費及び一般管理費 ※１ 378,566 ※１ 411,205 

営業利益又は営業損失（△） 90,027 △38,390 

営業外収益    

受取利息 6 494 

助成金収入 － 1,000 

法人税等還付加算金 304 － 

その他 179 98 

営業外収益合計 490 1,592 

営業外費用    

支払利息 939 510 

投資事業組合運用損 － 26,762 

その他 88 - 

営業外費用合計 1,027 27,273 

経常利益又は経常損失（△） 89,490 △64,070 

特別利益    

関係会社株式売却益 － 36,036 

特別利益合計 － 36,036 

特別損失    

固定資産除却損 2,760 － 

リース解約損 1,008 － 

減損損失 8,118 8,727 

特別損失合計 11,887 8,727 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
77,603 △36,761 

法人税、住民税及び事業税 42,665 1,235 

法人税等調整額 △12,465 △11,933 

法人税等合計 30,199 △10,698 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 47,404 △26,062 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △6,109 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
47,404 △19,953 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 47,404 △26,062 

四半期包括利益 47,404 △26,062 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 47,404 △19,953 

非支配株主に係る四半期包括利益 － △6,109 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
77,603 △36,761 

減価償却費 9,194 9,704 

減損損失 8,118 8,727 

のれん償却額 1,952 1,952 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,646 △518 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,820 △5,312 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △3,517 － 

受取利息 △6 △494 

法人税等還付加算金 △304 － 

支払利息 939 510 

関係会社株式売却損益（△は益） － △36,036 

投資事業組合運用損益（△は益） － 26,762 

固定資産除却損 2,760 － 

リース解約損 1,008 － 

売上債権の増減額（△は増加） 53,184 61,538 

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,215 △6,308 

仕入債務の増減額（△は減少） △41,903 19,055 

未払金の増減額（△は減少） 2,234 1,447 

未払費用の増減額（△は減少） △3,175 3,711 

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,725 △38,590 

その他 13,236 △15,064 

小計 141,303 △5,674 

利息の受取額 6 494 

利息の支払額 △939 △510 

リース解約金の支払額 △1,008 － 

法人税等の支払額 △12,136 △40,000 

法人税等の還付額 23,894 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 151,120 △45,690 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,804 △138 

無形固定資産の取得による支出 △13,314 △31,307 

貸付金の回収による収入 － 92,000 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △9,282 

その他 － △2,400 

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,118 48,872 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 － △25,226 

長期借入金の返済による支出 △9,170 － 

非支配株主からの払込みによる収入 － 12,500 

株式の発行による収入 10,723 200 

新株予約権の発行による収入 － 2,451 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,553 △10,074 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137,555 △6,892 

現金及び現金同等物の期首残高 1,269,358 1,145,707 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,406,913 ※１ 1,138,815 

 

- 12 -



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

 前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社Ｈ＆ＢＣは、平成27年４月30日付で全株式の譲渡が完了したこ

とにより、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 また、第１四半期連結会計期間より、平成27年４月１日付で新たに設立した株式会社Smarpriseを連結の範囲に

含めております。

 

（会計方針の変更）

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費

用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合に

ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期

間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数

株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四

半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。 

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に記載する方法に変更しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計

期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成27年９月30日） 

給料手当 137,628千円 152,526千円 

貸倒引当金繰入額 3,646千円 △518千円 

ポイント引当金繰入額 △2,534千円 653千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金 1,406,913千円 1,138,815千円

現金及び現金同等物 1,406,913千円 1,138,815千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 25,544 7 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

- 14 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

合計 
（注）２ 

 
ソーシャルメデ
ィアマーケティ

ング事業 
Ｈ＆ＢＣ事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 976,478 105,266 1,081,745 - 1,081,745 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
172 548 720 △720 - 

計 976,650 105,815 1,082,465 △720 1,081,745 

セグメント利益又は損失

（△） 
254,553 △10,181 244,372 △154,344 90,027 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△154,344千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 ソーシャルメディアマーケティング事業において、当社サービスであるAmazeは、平成26年8月末日をもってwomedia

にサービス統合いたしました。これに伴い、統合後使用見込みのないソフトウエアの減損損失を計上しております。

 当該特別損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては8,118千円であります。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

  当社グループは、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（報告セグメントの変更等に関する事項）

 前連結会計年度において当社グループは、「ソーシャルメディアマーケティング事業」と「Ｈ＆ＢＣ事業」

の２つを報告セグメントとしておりましたが、第１四半期連結会計期間より「ソーシャルメディアマーケティ

ング事業」を「マーケティング事業」と名称を変更し、単一セグメントに変更しております。

 この変更は、「Ｈ＆ＢＣ事業」を運営していた株式会社Ｈ＆ＢＣの全株式を譲渡したことにより連結子会社

に該当しなくなったため、連結の範囲から除いたことによるものです。また、セグメント名称変更によるセグ

メント情報等に与える影響はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
13円26銭 △5円47銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
47,404 △19,953

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

47,404 △19,953

普通株式の期中平均株式数（株） 3,575,016 3,649,620

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 12円70銭 －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） － －

普通株式増加数（株） 157,522 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注） 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

（投資有価証券の取得）

 当社は、平成27年10月15日開催の取締役会において、REDHORSE HOLDINGS LIMITEDが所有するレッドホースウェ

ルネス株式会社の普通株式を取得することを決議し、平成27年10月16日付で株式譲渡契約を締結し、平成27年10月

22日に取得が完了いたしました。

(1) 目的

 投資目的

 

(2) 持分比率

 6.7％

 

(3) 払込金額

 300,000千円

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月10日

トレンダーズ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 水  上  亮 比 呂  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山  本  恭 仁 子  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレンダーズ株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレンダーズ株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月13日

【会社名】 トレンダーズ株式会社

【英訳名】 Trenders, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  岡本 伊久男

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区東三丁目９番19号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長岡本伊久男は、当社の第16期第２四半期（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。

 


